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（平成 31 年 3 月 31 日現在）

区分 所在地 面積

庁 舎 敷 地 東京都国分寺市戸倉１丁目 1 5 番地１号 11,021.65 ㎡

宿 舎 敷 地 〃 2,757.83

計 13,779.48

成平（ 31 年 3 月 31 日現在）

区 分 棟数 建面積 延面積 備 考

棟 ㎡ ㎡

庁舎実験室 10 2,526.18 5,843.02 鉄筋コンクリート造３階建及び２階建

動 物 舎 5 758.80 1,700.03

動 物 舎 4 703.80 1,645.03 鉄筋コンクリート造３階建及び２階建

〃 1 55.00 55.00 コンクリートブロック造

そ の 他 7 438.24 781.82
ポ ン プ 室 1 7.87 7.87 コンクリートブロック造

焼 却 炉 上 屋 1 100.60 100.60 鉄骨造

便 所 1 6.53 6.53 〃

汚水処理上屋 1 64.01 64.01 〃

飼 養 管 理 棟 1 92.40 163.20 鉄筋コンクリート２階建

耐 震 保 管 庫 1 55.68 106.16 〃

第二耐震保管庫 1 111.15 333.45 〃

計 22 3,723.22 8,324.87

施設・予算に関する事項

１．施設
（１）敷地

（２）建物

（３）当所のつくば市移転について
　国分寺市に所在する当所の敷地の一部が東京都の都市計画道路の建設用地にかかることとなり、
本計画道路に含まれない敷地のみでは施設等を再配置（再築）することが困難となった。このため、
庁舎を移転することとし、現有地の敷地面積や病原体の高度封じ込め施設の設置等を考慮し移転
先を検討、調整した結果、茨城県つくば市の農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター
敷地の一部（23,369㎡）について所属替を受けられることとなり、同地へ移転することを決定した。
　移転に際しては、現有地の処分収入や東京都からの補償費が相当程度見込まれることから、財
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務省理財局に対し特定国有財産整備計画の活用について協議した結果、了承を得たので、移転に
伴う施設整備の理由や、取得及び処分する国有財産の概要及び整備期間中の総予算額（約 63 億円）
等をとりまとめた特定国有財産整備計画要求書を平成 30 年７月に財務省へ提出し、同年 12 月に
令和元年度から３か年の基本設計・詳細設計等事業に係る国庫債務負担行為が概算決定された。
また同年９月には、令和元年度からの新施設設計の基礎となる基本計画の策定を外部業者に委託
し、移転先の敷地利用や本庁舎・高度封じ込め施設等の新施設の仕様・内部レイアウトの作成を
行い、年度末にとりまとめた。
　これにより当所の移転計画は、令和６年度に新施設の完成、令和７年度につくば市への業務移
転へと大きく前進した。またこの動きを受け、東京都は本線開通に向けて令和元年７月より工事
に着工することとしたので、当所は同年６月までに側道の歩道を除く道路用地を東京都に引き渡
すため、財務省への土地引継手続き及び道路用地部分に残る危険物倉庫等の移設に着手した。

（４）財務省へ引継前の道路用地状況（平成 31年３月末頃撮影）

庁舎西側から見た道路用地（建物等配置図の①からの景観）

総合検査棟から見た道路用地（建物等配置図の②からの景観）
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つくば新施設配置図

つくば新施設建物配置予定図
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）円千：位単（

年度 H26 H27 H28 H29 H30区分

印紙収入 188,842 206,114 219,098 224,048 199,109

検査手数料 155,264 167,563 180,971 194,889 160,568

生物学的製剤 153,442 165,337 179,506 191,922 159,340

依頼試験 1,822 2,226 1,465 2,967 1,228

医薬品医療機器等法関係行政手数料 33,578 38,551 38,127 29,159 38,541

製造販売承認手数料 14,327 21,335 20,897 13,425 23,826

製造販売承認事項変更承認手数料 6,129 5,748 5,468 5,544 5,776

医薬品等適合性調査手数料 8,381 6,595 4,695 3,969 4,550

再審査手数料 4,530 4,855 7,012 6,203 4,315

輸出用医薬品等適合性調査手数料 211 18 55 18 74

現金収入 4,201 4,803 31,458 34,214 22,873

標準製剤等売払代 880 2,357 871 976 659

GLP・GCP 実地調査手数料 3,048 2,251 3,417 2,932 5,655

その他 273 195 27,170 30,306 16,559

合 計 193,043 210,917 250,556 258,262 221,982

（単位：千円）

年度 H26 H27 H28 H29 H30区分

人 件 費 572,820 596,751 586,289 615,168 614,541

事 務 費 95,669 93,915 95,565 93,257 131,172

事 業 費 306,416 326,756 322,086 331,336 313,345

小 計 974,905 1,017,422 1,003,940 1,039,761 1,059,058

施 設 整 備 費 46,945 52,404 16,310 23,777 47,318

合 計 1,021,850 1,069,826 1,020,250 1,063,538 1,106,376

２．予算等
　最近５か年間における当所の歳入決算額及び歳出予算額は、次のとおりである。

（１）年度別歳入決算額

（２）年度別歳出予算額（当初予算額）

（平成３１年３月３１日現在）

1 1

一般職員 1 1

1 1

1

2 2

2 2

2 2

1 1

計 46 8 19 73
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区　　　　分 行
政

（一）

行
政

（二）

研
究

計

職員数

1所　　長 1

企画連絡室長

企画連絡室

企画調整課長

企画調整係

総括上席研究官

上席主任研究官

主任研究官

主任検査官

検査員

一般職員

主任研究官

主任検査官

検査員

一般職員

検査第一部

検査第二部長

検査第一部

検査第一部長

総括上席研究官

上席主任研究官

会計係

用度係

国有財産係

庶務課長

会計課長

予算決算係

課長補佐

庶務係

人事係

管理厚生係

会計課

動物用医薬品専門官

病原微生物管理専門官

庶務課

技術指導課長

技術審査係

調査指導係

品質保証係

標準品管理係

検定検査品質保証科長

一般職員

技術連絡係

一般職員

動物用医薬品審査官

動物用医療機器審査官

審査調整課長

生物学的製剤第１係

生物学的製剤第２係

一般薬係

抗菌性物質製剤係

再生医療等製品係


